
特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会

役員報酬規程

(総則)

第 1条  特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会 (以下「市民協」とい
う。)の常勤の役員 (以下「役員」という)の報酬に関する事項は、この規程
の定めるところによる。

(報酬の区分)

第 2条  役員の報酬は、本給(基本給+役職手当)、 通勤手当、及び退職慰労金
とする。

(本給月額)

第 3条  本給月額の基本報酬額は、別表のとおりとする。

(日 割計算)

第 4条  次の各号に該当する場合は、勤務 1日 当たりの本給の月額を日割り
計算によって支給する。

(1)新たに本給を受けることになり、又はこれに変更があった場合。
(2)役員が退職し、又は死亡した場合。
2 前項に定める勤務 1日 当たりの本給及び調整手当は本給及び調整手当の月
額を当該月における市民協の勤務日の日数で除した商とする。

(通勤手当)

第 5条  通勤手当は、通勤のために公共交通機関を利用している役員に実費
相当額を支給する。

(退職慰労金)

第 6条  常勤役員としての在職期間および貢献度を鑑み退職慰労金を支払え
るものとする。

2金額、支払方法については退職時に理事会で決定するものとする。

(退職慰労金の支給対象 )

第 7条  退職慰労金は、役員が退職 した場合はその者、死亡した場合はその
遺族に支給する。



(退職慰労金の支給制限)

第 8条 役員が定款第 18条 2号に該当することにより解任されたときは、退職
慰労金を支給 しない。

(報酬の支給 日及び支給方法 )

第 9条 本給は、毎月 1日 から末 日までの分を当月末 日までに支給する。ただ
し、支給 日が協会の所定休 日に当たるときは、その日前において、その日に最

も近い休 日でない日に繰 り上げて支給する。

2.通勤手当は必要 日から6ヶ 月間の通勤用定期代金を必要 日までに支給する。

3.退職慰労金は、法令等によりその退職金から控除すべき金額を控除し、そ
の残額を支給事由の発生した日から―ヶ月以内に支払 うものとする。ただし、

役員が任期満了の日又はその翌 日に再び役員に就任 したときは、退職慰労金の

支給については、引き続き在職 したものとみなす。

この規程の改廃は経営委員会の議決によるものとする。

附則

附則

附則

平成 30年 5月 16日 施行

この規程は、平成 30年 4月 1日 より遡及実施する。

この規定の変更は、令和 2年 9月 9日 より実施する。



別  表

常勤役員の本給の基本報酬額

○ 常勤代表理事

○ 常勤専務理事

○ 常勤常務理事

基本給月額

基本給月額

基本給月額

事務局長手当

120,000円

100,000円

100,000円

(業績により決める)

この常勤役員の本給の基本報酬額は令和 2年 9月 9日 より適用する。
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賃金規程

第 1章 総則

(適用範囲)

第 1条 就業規則第 47条に定める職員の賃金については本規程による。ただし、労働基準法第 41条
に規定する管理監督の地位にある者には、特に定めるもののほか時間外の規程は適用しない。

(給与の構成 )

第 2条 賃金の構成は次のとおりとする。

「

――所定内賃金 基 本 給

職 務 手 当

家 族 手 当
賃  金

― 所定外賃金 時間外勤務手当

休 日労働手当

深夜労働手当

通 勤 手 当

(賃金締切日、及び支払日)

第 3条 賃金の締切期間は、その月 1日 から末日までとし、その月の 1日 から末日までの分を翌月 5
日 (支払日が休日の場合はその前日)に支払う。
② 前項に規程に関わらず、次の各号の一に該当するときは、本人 (本項第 1号の場合は権利者 )
の請求により、賃金支払日の前であっても、既往の勤務に対する賃金を支払う。ただし、紛議

のある部分についてはこの限りではない。

(1)職員の死亡のとき

(2)職員の退職、解雇のとき

(3)職員又はその収入によって生計を維持しているものが結婚 し、出産し、疾病にかかり、災

害を受け、及び職員の収入によつて生計を維持しているものが死亡したため、費用を必要と

するとき

(4)職員又はその収入によって生計を維持しているものが、やむを得ない事由によって 1週間

以上にわたって帰郷するとき

(賃金の計算方法)

第 4条 遅刻・早退 。私用外出などにより、所定労働時間の全部叉は一部を就労しなかった場合にお
いては、その不就労の時間に対する賃金は支給しない。

② 前項の場合において、不就労の時間の計算は、賃金締切期間の末日において合計し、30分未
満は切り捨てるものとする。

所定内賃金一月平均労働時間

③ l賃金締切期間における賃金の総額に 10円未満の端数を生じた場合においては、10円 に切
り上げるものとする。



④ 職員が賃金計算期間途中で入退職、休復職、欠勤した場合で、日割計算によつて支給する。
その場合の日割計算方法は、次の算定方法による。

所定内賃金一月平均労働時間×8

⑤ 出向体職の場合は出向先との契約による。

(臨時休業の賃金 )

第 5条 職員が、市民協の都合により休業した場合は、休業 1日 につき、労働基準法に規程する平均
賃金の 100分の 60を支給する。

(休職期間中の賃金)

第 6条 就業規則第 11条の体職期間中の賃金は、同条第 1号の出向休職の場合を除き、無給とする。
② 前項の出向休職の場合の賃金の支払いは、出向先との取り決めによるが、同程度の職位の場
合、出向前の賃金その他労働条件を下回るものではない。

(支払と控除)

第 7条 賃金は、通貨で直接、職員にその全額を支払う。
② 前項の規程に関わらず、次の掲げるものは、賃金から控除する。
ただし、第 6号以下に掲げるものについては、従業員の過半数を代表する者との労使協定に

基づいてこれを行う。

(1)所得税

(2)住民税

〈3)健康保険料
(4)厚生年金保険料

(5)雇用保険料

(6)その他

③ 第 1項の賃金は本人の同意を得た場合には、本人が指定する名儀の預金、叉は貯金の口座ヘ
振り込むことによつて支払う。

(賃金・職務手当ての見直し)

第 8条 職員の賃金は、年齢、勤続年数、習熟能力、職務、技能、役割、責任とその達成度等により
毎年 4月 に決定する。

第 2章 基本給

(基本給 )

第 9条 基本給は別表 1にもとづき月給制とし、本人の能力、実績、キャリア、業務内容、などを勘
案して、各人ごとに決定する。

第 3章 諸手当
(職務手当)

第 10条 職務手当は、業務に関連した役割、責任、習熟度合いや特別な技術若しくは資格を有してい
る者に、勤続年数を勘案し、状況、内容に応じて下記の手当てを支給することができる。

例)事務局長手当、○○責任者手当等

この職務手当は、代表理事が必要と認めた場合に、活動経過、業績、内容を考慮し、毎年検

討するものとする。

2.最高月額は 50,000円 とし、活動状況に応じて 1,000円 単位 とする。
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(賞与の計算期間)

第 16条 前条の賞与の計算期間及び支給月は次のとおりとし、支給日はその都度定める。
(計算期間)

(1)12月 ～5月        6月
(2)6月 ～12月          12月

(賞与の受給資格 )

第 17条 賞与は、賞与支給日当日の在職しない者には支給しない。ただし、定年による退職の場合
はこの限りではない。

(規定の改廃)

第 18条 この規定の改廃は常務理事会で行うこととする。

(規則の実施 )

附則

平成 25年 4月 1日 より施行する。
この規定の変更は 2020年 9月 9日 より実施する。



(家族手当)

第 11条 家族手当は、扶養家族を有する職員に対し、扶養家族一人目につき月額 5,000円 、二人日以
降については、月額 2,500円 を支給する。

② 扶養家族とは、次のいずれかに該当する者で、所得税法において控除対象となる者をいう。
(1)配偶者

(2)満 18歳に達する日の後最初の 3月 31日 までの子供

(3)前号以外の生徒・学生で、在学証明書を市民協に提出した者

(4)60歳以上の父母で、非課税証明書を市民協に提出した者

(5)3親等以内の親族で、市民協が認めた者

③ 前項の扶養家族に変更が生じた場合は、直ちに所定の手続きを経て市民協に届け出なけれ
ばならない。

(時間外・深夜・休日勤務手当)

第 12条 就業規則第 25条に定める時間外及び休 日労働に対して次のとおり支給する。
(1)時間外勤務手当 (法定内残業・・8時間以内)

基本給+資格手当

×時間外労働時間数 ×1.0

時間外勤務手当 (法定内時間外・・8時間超)

基本給+資格手当

×時間外労働時間数 ×1.25

(2)休日勤務手当 (一般所定休日労働・・8時間超 )

※但し、振替休 日を取得したときは休 日勤務手当は支給しない。

(通勤手当)

第 13条 自宅から勤務地まで半径 1.5m以上の職員が、通勤のため、最も合理的かつ経済的な経路及
び手段で鉄道・バス等交通機関を利用する場合、非課税限度額の範囲内で、通勤定期代を原

則として通勤手当として支給する。

(手当の支給開始及び停止 )

第 14条 手当の支給開始及び停止は、次のとおりとする。
(1)家族手当、資格手当は、変更の届出日の属する賃金計算月分から支給を開始し、停止す

る場合は、該当月の属する賃金計算月の翌月分からとする。

(2)通勤手当は、変更の日において、日割り計算により支給する。

第 5章 賞与

(賞与)

第 15条 賞与は、原則として年 2回、市民協の業績を考慮したうえ、賞与の計算期間における職員

本人の実績、勤務成績、勤務態度等の要素を考慮して支給する。

ただし、市民協の業績及び経済情勢により、これを行わないことがある。

月平均所定労働時間数

:    月平均所定労働時間数                        :

|…
………………………
基末搭1資落革彗

…………………………………………………………………………………………………………………
:

:                   Yん や 日 」

'珈
千腱L田 *●  Y19民        :
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書式第 17号 (法第55条関係)

特定非営利活動促進法第 54条第2項第3号に定める事項を記載した書類

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]
※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

法人名
特定非営利活動法人

市民福祉団体全国協議会
事 業 年 度

令和 3年 4月 1日
～令和 4年 3月 31日

過年度補助金返還額 5,661,000円 (内訳)令和 2年度の厚労省老健事業の補助金の未使用分を
返還

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

(3}その他

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

正会員受取会費 1,845,000円

賛助会員受取会費 4,464,900円

受取寄附金 3,231,958円

広報事業収益 60,310円

共済事業収益 27,091円

ライフサポー ト物品販売 (書籍等販売) 6,666円

保険事業収益 65,937円

緊急連絡先サービス事業収益 202,400円

受取国交省補助金 5,570,438円

受取厚生労働省補助金 0円

受取負担金 2,780,000円

受取利息 51円

雑収入 。課税対象外(居住支援協議会謝金等) 40,000円

雑収入‐課税売上(共済事務手数料ほか収益部門配付) 53,844円

雑収入 。課税対象外(月 次支援金入金、事業復活支援金収益部門

配付)
2,350,000円

△
ロ 計 20,698,595円

′■
=1日 入 先 金    額

1,000,000円

1,800,000円

2,300,000円

4,600,000F[]

700,000円

/ヽ
ロ 計 10,400,000円



促進法施行規則第 32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

2 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生する取引
及び費用の生する取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から第五順位までの取引 口 :役員等との取引]

法人との

関  係
取引先の氏名等 譲 渡 資 産 の 内 容

渡

日月

譲

年
譲 渡 価 格 そ の他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

(1}収益の生ずる取引の上位5者

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

5,570,438円
重層的住宅セーフティー

ネット構築支援事業補助金

1,600,000円 会費

1,000,000円 事業復活支援金

600,000円 一時支援金

420,000円 会費

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

2,385,564 FI] 事務所賃貸料

1,380,720円 OA機器リース料

1,045,000円 業務委託費

660,000円 HPシステム管理・運営費

264,000円 税理士委託料



ロ 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取 引 先 の 氏 名 等
法人との

関  係
貸付資産の内容

貸  付
年 月 日

対 価 の 額 そ の 他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取 引先 の 氏 名 等
法人 との

関  係
役務の提供の内容

役務の提

供年月 日
対 価 の 額 そ の他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



3 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

200,000円

200,000円

円

円

円

2022.  3.  24

2022.  3_  31

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



4 役員等に対する報酬又は給与の状況 [⑤イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況(口 を除く。)、 口 給
与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額]

役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれ

らの者と特殊の関係にある者 (注
1)(以下「役員等」という。)に対する報酬又は給与の支給について

記載 してください。

(注 1)「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係にある者」とは次の者が該当します。

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族
② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者
③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しく
は三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によつて生計を維持している者

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者

イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (口 を除く。)

氏 名 職 名
法人との関係

(注 2)
報酬・給与の

区    分 支 給 期 間 等 支 給 金 額

な し

(注 2)注 1の①～④の内容を具体的に記述します。

ロ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額

集 計 期 間 令和 3年 4月 1日 令和 4年 3月 31日

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

8人 4,842,152円



5 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

6 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び
にその実施 日]

実  施  日 使 途 金   額

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

支 出 先 の 名 称 等 住 所 等 支 出 年 月 日 支 出 金 額 寄 附 の 目 的 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

/ヽ
ロ 計 円



書式第 7号 (法第 44条・51条・58条関的

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

住意事Q
・ 認定基準等チェック表 (第 3:勘IIま、法第5条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載及び添
付する必要があります。その場合、上記日の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書寄Dに記載した事項について、
添付を省略することができます。

法人名 特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会 チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること
(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等
口 各社員の表決権力坪等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記
録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること
二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

(注 2)

各欄の人数等は、第3表付表1「役員の状況」から転記してください。

③及び〕こついて|よ 小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

ロ

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

(②■⑥

最も蜘
'多
い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグノレープの人数

割 合

(C■③

① ② ③ ④ ⑤

④
令和 3年 4月 1日

～令和 4年 3月 31日 22 人 0人 0% 0人 0%

⑤ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

/

上記を証する書類の名称とその内容等



ハ

O該当する項目をOで囲み、監査証朋書又は第3表付表2『根螂組饉の状況」を添付してください。

項
日

［ ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申ヨ甲寺

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい

い`

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準して行っている

[亘]

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
日

【 ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申罰争寺

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

申がある等の不適正な経理の有無
有・国 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

第3表 (次菊

∈意:中0
認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提lli錮 に記載した事項について、改
めて記職する必要はありません。

「認定基準等チェック表」(第 3表)記載要領

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも
のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を
明ら力ヽ こしない支出がある場合も、当烈 こ「費逝ψ`明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできません。

項 日 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分欄の「④～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

lま 「定款 (又は会員ID第○条に『各正会員の表決権|よ

平等なものどする』と規定」のように記載します。

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに講 します。

ハの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」については、イに議 る各期

間 (「④」から「①」)を示したものです。

①  r会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の「はし上

に「○」した場合には監査証明書を添

付してくださしヽ

② 囀 の備付け、取引の記録及

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行つている」の「はしNに 「o」
した盪饉こは、_菫 3渉ぎ寸表2「帳網晰且

絹γD状況』_:≧重基主LI整上:L玉≦コビさ
しヽ

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」について1よ イに記載する各期

間 (l④」から「①」)を示したものです。

記載要領の補足



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

法人名 市民福祉団体全国協議会 ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

役  員  数 22人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

氏  名 住  所 職名 続柄等

就 任 等 の 状 況

③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時
就任・退任

年月日

鷲尾 公子 理事

理事

理事

理事

○

○

○

○

H21.7.1就任

H23.7. t "frft

舵0.6.7就任

ル7.7.1就任

H27.7.1就任

R3.6.30'量イ■

H29.7.1就任

H30.7.1就任

H30.7.1就任

R3.06.30退 ,任

H27.7.1嘉tiE

村居 多美子

牧野 史子

筒井 一彦

中野 喜文 理事

理事

理事

理 事

理事

○

○

○

○

○

岡田 尚平

笠原 優

安立 清史

須田 弘子

高橋 潤 理事 ○

H30.7.1就任



河口 博行

近藤 明美

星野 瑛二

竹重 俊文

島田慎太郎

松下 典子

光岡 明子

桟敷 洋子

北本 節代

井上 謙一

柴田 守

石井 敦

江口 陽介

櫻井 重

柳本 貴文

理事

H27.7.1就任

H30.6.30退 1任

H30.7.1就任

H12.3.24就任

理事

理事

H25.7.1就任

R3.6.30退任

H27.7. t "dft
理事 ○

H28.7.1就任
理事 ○

H27.7.1就任

理事 ○

H29.7.1就任

理 事 ○

R1. 7. 1 ffiE
理事

R1. 7. 1 HtE
○

Rl.7.1就任

理事 ○

H30.7.1就任
監事 ○

蛇 .7.1就任
理事 ○

R2.7.1就任
理事 ○

R2.7.1就任

監事 ○

R3.7.1就任
理事 ○

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます。

○

○

○

○

理事



法人名 特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 詞帳の時期 保存期間

総勘定元帳

会計ソフト(N‐B∞建)使用

ノンーズリーフ 随時 7年

仕訳帳 同上 随時 7年

給与台帳 同上 随罰寺 7年

棚卸、資産台帳

エクセル帳票

ルーズリーフ
随時 7年

書式第9号  ('去第44条・51条・58条1関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(記載妻輸D
「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「入金伝票コ、「出金伝票」、「振割 1製馳 、「現金出糸帥長]、「総勘定元帳」などのように記載します。

「左の帳簿等の形態」欄は、「単票」、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。

「記帳の時期」欄は、「随時」、「毎日」、「―週間ごと」のように記載します。

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第5条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した内容に変更
がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会 チェック欄

V
4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと
回 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法
人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当

法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上
であること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

イ

ロ

項 目 ③ ⑥ ◎ ① ◎ ① 申言早寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者

を教化育成する活動
有。① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ

に反対する活動
有・① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

特定の公職の候補者若しくは公職にある

者又は政党を推薦し、支持し、又はこれら

に反対する活動

有・① 有 ・ 無 有 鉦 有 征 有 ・ 無 有 ・ 無 有 鉦

項 目 ③ ⑥ ◎ ① ◎ ① 申言静寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法

人とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役

員に対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役

員に対する報酬の支給として過大と認められる報酬の支

給その他役員等に対し報酬又闘合与の支給に関して特別

の利益の供与の有無

有・① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が

当該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過

少と認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支

配する法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の

利益の供与の有無

有・① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び

事業の運営に関して特別の禾I協積の供与の有無
有・① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又

は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄

附の有無

有・① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チエック表  (第 4表 ) (初葉)

(注意事つ
。 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載
及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項につい

て、添付を省略することができます。



書式第 13号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 5表 )

(注意事項)

・認定基準等チェック表第 5表は、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添

付する必要があります。
・認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。

法人名 特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会 チェック用厠

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれ
をその事務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等 (個人の住所又は
居所に係る記載の部分を除いたもの)

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類
ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類
二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程
ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他
一定の事項等を記載した書類

へ 助成の実績を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこ

れをその事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する細則 (社内規則)等がある場合には、その細則 (社内規則)等を添付してください。

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人
以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿
③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)
※いずれも認定基準の対象となるのは、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項
② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項
③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位 5者との取引
・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら
の者と特殊の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法
人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄

附金の額及び受領年月日

⑤ 役員等に対する報酬又は給与の状況
a 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (bに係る部分を除く。)
b 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日
⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

/



書式第 14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表 )

法人名 特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会

認定基準等チェック表  (第 6表 )

認定基準等チェック表  (第 7表 )

認定基準等チェック表  (第 8表 )

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し
ていること

チェック村闘

/

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

(注意事Q
・ 法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)
は、記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第
55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書

'0に
記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第
29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

.′

特定非営禾I格ξ動促進法第 28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑤ ◎ ① ◎ ①

有 征
ヽ

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの
利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

Ｖ

・

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 7表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添イ寸する必要があります。

③ ⑤ ◎ ④ ◎ ① 申 請 時

有 。① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無



書式第 15号 (法第 44条・51条・58条関係 )

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会 チェック州聞

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人
は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合
イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取り消され
た場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特
例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しな
い者
ハ  1特定非営利活動憫長自;去若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204条等 い )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等 ∝2)
2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認
定、特例認定及び認定の有効期間の更新の申請時には、所轄税務署長等から交付を受けた納税証明書「その4」 並び
| ら けた と ι

5 国税に係る重加算税又1謝也方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無

認定特定非営禾I嬌ヨ法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営オ1括載法人が特例認定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前 1年内に当該認定

特定非営利活動法人又は当劫 :厠定特定非営稲 ,法人のその業務を行う理事であった者でそ
の取消しの日から5年を経過しない者の有無

有・①

禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から

5年を経過しない者の有無
有。①

特定非営禾I括郵促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第 2∝ 条等若しくは暴力行為等処罰法の身きを犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受

けることがなくなった日から5年を経過しなし■子の有無

有・①

暴力団の構成員等の有無 有。①

認定又は特俳認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 は い ・

定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 は い ・

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該1滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
は い ・ いいえ

書類

添付

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上記4に係る所轄税務署長等から交付を受けた納税証明書
「その4」 並びに関董□堡窒型證壺圭丞.⊇量二E型1量」壁から交付を受けた滞廂破じ)に係る納税証明書を添付すること

(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬槻程等提出書には添付不要

国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人 はい 。

6 次のいずれかに該当する法人

暴力団 は い ・

暴力団又は暴力団の欄戎員等の統制下にある法人 は い ・

V


